
令和８年７月８日
津市長 前葉 泰幸

（三重県）

地籍調査は社会のインフラ

令和８年度土地政策研修



ミチセキアワード2025大賞受賞
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ミチセキアワードとは

◼ ２０２５年に国土交通省が創設した表彰制度

◼ 地籍調査に効率的・効果的に取り組む地方公共団体や事業者を表彰

◼ ①先進性、②持続可能性、③イニシアティヴ、④効果の４点で評価し選定

「ミチセキ」とは「ミチ」と「地籍」を掛け合わせた言葉

「ミチ」とは -地域がこれまでにたどってきた数々の「道」のり
-地籍調査によってこれから形作られる、「未知」なるまちの姿
-そして、地域をより良い未来へ「導く」ための基盤としての地籍調査

⚫ 国内１６団体等から応募
⚫ 津市は、三重県知事の推薦を受け、２０２５年１０月３１日に応募
⚫ 審査の結果、津市が初代大賞に（国土交通大臣表彰）

大 賞

優秀賞
• 市川町、中はりま森林組合（兵庫県）
• 一般社団法人長生郡市地籍調査協会（千葉県）
• 熊本県、イー・アンド・エム株式会社

津市（三重県）

2026年1月28日 東京ビックサイトにて

酒井庸行国土交通副大臣



ミチセキアワード2025大賞受賞の評価
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津市の紹介
平成１８年１月１日に１０市町村が合併し、現在の津市が誕生
人口２７４，５３７人（令和２年国勢調査 人口等基本集計結果）、総面積711.19㎢
東京２３区、琵琶湖、シンガポールとほぼ同じ大きさ

棚田と山桜のコラボ
三多気の桜

【主な郷土出身者】【見どころ】

【ご当地グルメ】

津市森林セラピー基地

映画「わたしの幸せな結婚」
の撮影地になりました

国宝高田本山専修寺

うなぎ料理

市内に２０店舗以上の
鰻料理店があります

津ぎょうざ

Ｂ-１グランプリ
最高賞受賞
１５cmの餃子の皮
を使った大きな
揚げ餃子

東京2020オリンピックで聖火
ランナーを務めた吉田沙保里
さん



津市の地籍調査対象地の特徴

平成１８年１月１日に１０市町村が合併し、現在の津市が誕生
人口２７４，５３７人（令和２年国勢調査 人口等基本集計結果）
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●１０市町村合併総面積： 711.19 ㎢
うち 国有林： 5.33 ㎢

公有水面： 16.62 ㎢

地籍調査対象面積： 689.24 ㎢山
間
部

農
地

市
街
地

※旧市町村での地籍調査実施状況
・昭和５１年度から事業着手（旧美里村）
合併時、旧４市町村のみ地籍調査実施

（旧美里村（S51～）、旧津市（H14～）、
旧芸濃町（H15～）、旧白山町（H17～））

60.3％
12.1％ 27.6％

内訳 対象面積

市街地：190.36㎢
農 地： 83.20㎢
山間部：415.68㎢

合併時、未実施の市町村があったのが主な原因

津

平成17年度末時点

進捗率 1.32％
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位置
津市は北に鈴鹿市、

亀山市と、西は伊賀市、
名張市、奈良県御杖村、
曽爾村と、南は松阪市
と接し、東は伊勢湾に
臨み、三重県の中央部
を横断するように位置
しています。
市域面積は711.19㎢

であり、県域面積
（5,776㎢）の約12％
を占めています。

地勢
津市の地勢は山間地帯、

丘陵地帯及び平野部の３
地帯に分けることができ
ます。西境沿いの山間地
帯は、標高700ｍ～1,000
ｍの山々が連なる布引山
地と一志山地からなりま
す。布引山地、一志山地
の山ろくは東に向かって
高度を減じつつ、標高30
ｍ～50ｍの丘陵地、丘陵
地縁辺の大地、伊勢平野
の一部を形成する海岸平野へと階段状に広がり、布引
山地、一志山地を源とする安濃川、雲出川が伊勢湾に、
また、市域の西端に流れる名張川が木津川、淀川を経
由して大阪湾に注いでいます。

津市の地籍調査対象地の特徴
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津市の地籍調査のあゆみ

事業費 1,130万円 進捗率 2.25％

２

３ 持続的な成長を展望して

事業費 1億6,000万円

平成２８年

令和２年

平成２３年 市長就任時

令和６年

令和７年
(三重県 10.06％)

地籍調査は社会のインフラ

事業の拡張と新たな取り組み

１

市長就任２期目

市長就任３期目

市長就任４期目

進捗率 6.13％

(三重県 8.40％)

事業費 6,344万円 進捗率 3.21％
(三重県 9.42％)

事業費 1億4,471万円 進捗率 4.81％
(三重県 9.69％)
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１ 地籍調査は社会のインフラ
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組織の拡充

担当 用地・地籍調査推進室 用地・地籍調査推進課

6,344万円

21,843万円
15,319万円

1,674万円1,039万円

予算額と人員を増加

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元

職員
法務局ＯＢ（登記官）

（登記事務の専門家）

平成２６年度より人員を増加し、それに伴い予算についても増加していきました。体制については、
平成２９年度に担当から室、令和元年度に室から課へと強化を図りました。

また、平成２９年度より、登記事務の専門家である法務局ＯＢ（登記官）を参与として迎えていま
す。

用地・地籍調査推進課

1,041万円 1,039万円 1,674万円
6,344万円 6,680万円

2億1,843万円

1億5,319万円

用地・地籍調査推進室担 当



9

地籍調査の財源

①地籍調査費負担金（負担金）
②社会資本整備円滑化地籍整備事業（防災・安全交付金）
③社会資本整備円滑化地籍整備事業（円滑化補助）

財源
①負担金②防災・安全交付金③円滑化補助の負担割合



地籍調査の進め方

●国との連携

●県との連携

・地域ごとに進め方を示した。

・年次計画を策定し、計画的
に地籍調査を実施した。

・国土交通省による都市部官民境界基本
調査の実施

・津地方法務局による不動産登記法第14
条第1項地図作成業務の実施

・国土交通省との調整、国土調査協議会
の開催などの調整

●公益社団法人三重県公共嘱託登記土地
家屋調査士協会との連携

・地籍調査の工程の一部を実施

地籍の進め方 関係機関との連携

10



山元町長との対談【広報】
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平成２６年１１月２２日 市長対談 テーマ「災害に強いまちづくりを目指して」
宮城県亘理郡山元町 齋藤 俊夫 町長 × 津市長 前葉 泰幸



山元町長との対談【広報】
URL⇒https://www.youtube.com/watch?v=Bj6qYAPHndk
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この対談後、東日本大震災
による被災事例を踏まえて地籍調査の計画対象地域として国道２３号線以東を「重点整
備区域」として津市地籍調査事業計画を策定（平成２７年度～平成３６年度）



重点整備区域の設定・地籍調査推進協議会の設立へ
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津市地籍調査推進協議会の設立定例記者会見

津市地籍調査推進協議会委員
◇地元自治会の推薦者 １０名
◇（公社）三重県公共嘱託登記土地家屋調査士協会の推薦者 ２名
◇（一社）日本国土調査測量協会の推薦者 １名
◇ 津地方法務局の職員 ２名

委員合計 １５名（R7.4.1）

重点整備区域の設定



第一次津市地籍調査事業計画の策定

津市地籍調査事業計画の策定

・津波災害時の円滑な復旧・復興対策が急務となっている
ことから、ライフライン等の迅速な復旧・復興を最優先と
考え、より広範囲で早期に効果が発現できるよう、道路や
水路等との官民境界を先行して調査を実施（DID区域以外
は一筆地調査）を策定
・公図混乱区域については、法務局の事業である不動産登
記法第１４条第１項の地図作成業務で地図を整備
・既に法務局が調査済箇所など正確な地図がある区域は実
施を除外

不動産登記法第14条
第1項地図作成業務

DID区域以外（⼀筆地調査）
香良洲・河芸の⼀部

・ほ場整備
・戦災復興
・公有水面
埋立地

・不動産登記
法第17条
地図作成
作業(当時)
により調査済

8.01㎢

◎河芸総合支所

◎津市役所本庁

国道２３号

◎香良洲総合支所
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香良洲地域（A=2.83㌶ 調査対象筆数 7,985筆）

[三重県公嘱協会による調査の様子]

香良洲地域での事例

●雲出川と雲出古川に挟まれた三角州で海抜０から４ｍ
地域住民の関係が濃く防災意識が高い

●立会率が９９％と高く地籍調査がスムーズに進行
（2,749人/総数2,761人）

●速やかに境界が確定する良い事例となり、他の地区から
調査を希望する声が上がるようになった

か ら す

か ら す



2 事業の拡張と新たな取組み
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特別寄稿「地籍調査を進めます」
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機関誌「国土調査」2017年春季号（No.172）
公益財団法人全国国土調査協会発行

平成２９年春、地籍調査をしっかりと進めていくことを発信！



東京大学 清水英範教授との対談
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URL⇒https://www.youtube.com/watch?v=auT9d2NuwFo

平成２９年１１月に
対談を実施。
広報誌で地籍調査の
大切さを発信！

広報つ！ 平成３０年３月１日号
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東京大学 清水英範教授との対談



20

河芸地域の地籍調査に着手します
定例記者会見

定例記者会見で
地籍調査に関する
ことを発信！



リモートセンシングデータを活用した地籍調査を実施

リモートセンシングデータ
を活用した地籍調査

定例記者会見

定例記者会見 URL⇒https://www.info.city.tsu.mie.jp/www/contents/1586509255817/simple/20200121.pdf
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津市長が選ぶ令和2年市政の10大ニュース
定例記者会見
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・幼保連携型認定こども園の新設
・椋本地区放課後児童クラブ芸濃KIDSの整備
・こども園整備と併せた通学路の歩道整備等道路改良工事

分筆
地目変更：道路

事業実施箇所の市有地内（6.4ha:80筆）には市道芸濃小学校線、市
道芸濃中学校線（未登記道路）、赤道が含まれており、整備にあた
り公共施設用地と道路用地の土地境界を明確にする必要があった

事業に係る経費 （測量・登記事務）8,657千円（津市の単独費用）

（事業実施後の公図）

津市芸濃こども園整備事業

19条5項指定による事業推進

事業の概要

[令和２年度 供用開始]
赤道

未登記道路
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・１/２の財源確保
地籍整備推進調査費補助金を活用できる
補助額：4,195千円（補助率1/2 事業費8,657千円）

・不動産登記法第14条第1項地図が備え付けられる
（地籍調査の進捗が図れる）

１９条５項による事業（国・地方公共団体による用地測量）を実施

事業実施前の公図

赤道の用途廃止

平成29年度～令和元年度

事業実施にあたっての課題

事業実施後の公図
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３持続的な成長を展望して
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第一次計画の取り組み結果と課題
津市地籍調査事業計画 取り組み結果と課題

計画年度 平成27年度～令和6年度 平成27年度～令和４年度 ※２年短縮

基本方針

【第６次国土調査事業十箇年計画】
・災害復旧の迅速化
・土地取引の円滑化
・土地境界のトラブルの防止

取り組み結果
【災害復旧の迅速化】
▶ 計画で策定した重点整備区域のすべての地域で地籍調査を
実施することができた。→ 道路等の整備計画に繋がる

【土地取引の円滑化】
▶ 地籍調査実施により、地籍調査のデータの交付申請件数

の増加（R4 １６７件）により、境界立会省略に繋がる
【土地境界のトラブルの防止】

課題
▶ 土地所有者の状況、既存資料や現地の状況等によりその内
容はそれぞれ異なるため、一つ一つの課題に対し資料調査
や土地所有者への丁寧な説明や地道な対応が必要

▶ 所有者不明土地対策について、第二次計画では一筆地調査
に移行していくため、所有者探索の効率化を図る必要がある

→固定資産課税情報（R2,6施行）住基システムの活用（R4.８月施行）

事業内容

・重点整備区域の設定
・津波災害時の円滑な復旧・復興対策
が急務となっていることから、ライフラ
イン等の迅速な復旧・復興を最優先と
考え、早期に効果が発現できるよう、道
路や水路等との官民境界を先行して調
査を実施、また香良洲地区と河芸①地
区は一筆地調査を実施

取り組み結果
▶当初10年（H27～R6）としていた計画について、国による支援、組織（体
制）づくり、地元自治会や協議会の協力、地域の皆様のご理解とご協力により、
円滑に事業実施が図れ、2年短縮した8年（H27～R4）で事業を展開すること
ができた

（完了した地区） 一筆地調査（香良洲、河芸①）→土地の流動化に繋がる

官民境界調査（雲出、高茶屋、白塚、栗真）→民民境界実施の要望も高まる

課題
▶ 官民境界調査を実施した地域から民民境界の調査も実施してほしいとの
強い要望があり、予算の確保（国の補助事業の採択）が必要→要望活動の継続

地籍調査の
進捗目標

進捗率重視ではなく、優先的に地籍調査事業を実施す
る区域（重点整備区域）の一筆地調査、官民境界等先行
調査を実施

取り組み結果 ・職員のスキルアップが図られ地籍調査事業を安定して進めるこ
とができるようになった
・新技術により、効率的な事業実施の手法が研究できた

→体制の継続



第二次地籍調査事業計画の策定
第二次津市地籍調査事業計画

計画年度 令和５年度～令和１４年度

基本方針

【第７次国土調査事業十箇年計画（R2～11】
・「迅速かつ効率的な実施を図るための措置」を位置づけ
・地籍調査の円滑化・迅速化を見込んだ事業量を設定
・新たな指標（優先実施地域での進捗率）の提示

事業内容

【重点整備区域の地籍調査事業の完了】
▶一次計画で官民境界等先行調査完了地区（一筆地調査を実施） ⇒重点整備区域100％
【重点整備区域以外の推進（一般整備区域）】
▶ 防災対策・・・新町（津波浸水区域）、波瀬・八手俣（土砂災害区域）
▶ まちづくり対策・・立成 ⇒土地取引の円滑化
▶ 河川整備・・・小戸木⇒公共事業に伴う用地取得の円滑化
▶ 所有者不明土地対策・・・上ノ村（地元要望）

⇒未相続等による所有者不明土地の増加抑制

地籍調査の
進捗目標

重点整備区域の地籍調査の進捗率 100％（目標）
一般整備区域の防災対策、社会資本整備、まちづくり、所有者不明土地対策の施策と連携した地籍調査

目標 令和１４年度 ７．６％ （令和４年度末 ５．34％）

清水東京大学名誉教授から
二次計画に係る助言をもらう
（令和５年５月８日）

二次計画区域

◎香良洲総合支所

◎津市役所本庁

◎河芸総合支所

国道23号
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国土調査のあり方に関する検討小委員会

国土交通省（東京都千代田区霞が関）で開催された「国土調査の
あり方に関する検討小委員会（第１７回）」で発表

国土調査のあり方に関する検討小委員会（第１７回）が国
土交通省で開催され、委員として出席するとともに、「地
籍調査は社会のインフラ～津市の地籍調査について～」を
テーマに地籍調査に係る津市の取り組みについて発表を行
いました。

令和５年１０月2日

〈国土調査のあり方に関する検討小委員会 委員の構成〉
土地家屋調査士、測量士、司法書士、有識者（大学教授、准教授）、行政（市長、県）、研究機関、民間事業者等

令和５年１２月１８日

国土調査のあり方に関する検討小委員会委員に就任

本検討小委員会は、第７次国土調査事業十箇年計画の中間見直しに向けて、
土地政策における国土調査の現状を検証し、今後の施策の方向性について
検討することを目的としています。
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国土交通省へ職員を派遣

国土交通省へ派遣

※地籍調査事業の経験を活かし、さ
らに国のハイレベルな知識を習得して
活躍している！

氏名：神水 彩花
派遣先：国土交通省

不動産・建設経済局
地籍整備課
整備技術係長

※令和５年４月～令和７年３月

かみみず あやか

国土交通省へ派遣

※令和７年４月より国土交通省地理
空間情報課地籍整備室へ派遣。地籍
調査事業の推進において活躍中！

氏名：園部 龍樹
そのべ たづき

派遣先：国土交通省
政府統括官付地理空
間情報課地籍整備室
整備技術係長

※令和７年４月～

派遣継続



創立６５周年記念誌
（（一社）日本国土調査測量協会）

「女性の匠」が語る地籍調査のこれから

地籍アドバイザーに登録

職員の活躍

氏名：山田 貴之
※地籍調査業務（通算16年）

やまだ たかゆき

所属：津市
建設部
用地・地籍調査推進課
地籍調査推進担当副主幹

※地籍アドバイザーの知識を活用して
津市の地籍調査事業を牽引し、令和８
年度より石川県内灘町に派遣！
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氏名：海住 愛
かいじゅうあい

令和２年７月～

（平成３１年）



石川県内灘町へ職員を派遣
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⚫ 津市では、今後、高い確率で発生が予想される南海トラフ巨大地震などに伴う津波に
よる被害への懸念から、最も津波被害が大きいと考えられる沿岸部を重点整備区域
として設定し、地籍調査事業を推進

⚫ 被災した場合の早期復旧･復興を後押しする知識・経験を併せ持った人材の育成が必要

能登半島地震被災地への２年間の職員派遣を決定

派遣期間 令和８～９年度

派遣先 石川県内灘町（うちなだまち）

派遣先の状況
⚫ 内灘町では、液状化により概ね１～３ｍ（最大１４ｍ）もの
側方流動が広域的に発生

派遣先での
業務内容

⚫ 筆界を再確定するため、当初３年から７年を要するとされていた
地籍調査を短期集中的に実施中
➡地籍調査事業に関する地元協議用資料の作成、受託業務の監理監督、現地立
会及び土地境界に関する相談対応業務

⚫ 町や地域住民の負担を最小限に抑える合理的な土地境界の再確定手法を採用
➡地籍調査のほか地籍整備型区画整理事業（検討中）に関する業務
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地籍調査の実施状況

【地籍調査の実施状況】
令和４年度
進捗率 5.34％

【地籍調査の実施計画】
令和１４年度
進捗率 ７．６０％（予定）

第一次津市地籍調査事業計画策定時 第二次津市地籍調査事業計画策定時
第二次津市地籍調査事業計画

事業期間満了時

重点地区
事業完了

凡例

【地籍調査の実施状況】
平成２７年度
進捗率 ２．８１％



事業効果

[境界立会事務の簡素化]

用地取得が円滑化され、土地の流動化や有効活用のための基礎ができる。

個々の土地の境界の位置は、座標値（世界測地系データ）で管理されるので、万一の災害の場
合でも、正確に境界を復元することが出来ます。これにより、迅速に復旧活動に取り掛かるこ
とが可能になります。

境界確認や測量等の日数が軽減され、円滑に事業を進めることができる。

地籍調査完了地区では境界立会省略が年間約１００件（年間総数約５１０件）

[所有者不明対策などに効果的]

[宅地開発など未利用地だった土地利用が行われる]

[災害発生時の迅速な復旧、復興のために活用]

[公共事業を円滑に進めることが期待できる]

地籍調査により土地の登記が行われることから、個人資産の保全及び地域の安全につながる。

農地

宅地

＜事例＞
香良洲町地内
開発面積
7485.32㎡

（農地⇒宅地）

＜事例＞都市計画道路河芸町島崎町線
（用地測量業務）７０日⇒４０日（1ヶ月短縮）

宅地

32
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公共事業がストップした事例（市道）

法務局が不動産登記法第14条第1項にて地図作成を行った箇所

事業期間：平成２３年１１月上旬から
平成２５年３月３１日まで

事業面積：０．３２㎢

事業主体：津地方法務局

近鉄江戸橋駅前の道
路整備事業がストッ
プ！！道路が狭いま
ま事業が止まってい
る

一部の地権者の土地の境界が定まらなかっ
たため、地図は出来上がったもののプラス
地番となっている

近鉄江戸橋駅（名古屋線、乗降人数：約7,800人/日）周辺である当該箇所は、近
隣小学校の通学路、国立三重大学への通学路として歩道整備の計画を進めていた
ところ、公図と現地が不整合であったため法務局により地図作成を開始

１４筆がプラス地番
（１街区0.26㎢）

近鉄江戸橋駅

24.8ｍ

5.3ｍ

Photo方向

至津方面
至名古屋方面
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県道整備事業がストップした事例（三重県）

室の口バイパス整備箇所
地籍調査4.15㎢

主要地方道⼀志美杉線

令和元年度に国土交通省により実施された 「山村
境界基本調査（山村部リモートセンシングデータ整備
事業）」 にて整備していたリモートセンシングデー
タを活用し、令和６年度まで後続の地籍調査を実施し
た。

地籍調査の成果により令和７年度から用地交渉
が再開！

主要地方道県道一志美杉線 室の口バイパス（L=1.8㎞）
事業化区間 1.1㎞ （トンネル・橋梁・道路工）→ 地籍調査を実施
未事業化区間 0.7㎞ （待避所整備済）

法務局への成果の送付（R7登記終了）

令和２年度 三重県：主要地方道一志美杉線（室の口バイ
パス）の整備において用地測量に着手

令和３年度 三重県：当該地の公図と現地が不整合を確認

三重県から津市へ地籍調査事業実施の打診

むろのぐち

むろのぐち

地籍調査
実施区域
（リモセン）

森林境界
明確化事業
実施区域



雲出川水系流域治水プロジェクトとの連携（国）

津市小戸木地区

法務局 法第14条第１項地図備付済み
国 用地測量
津市 地籍調査
国と市が連携して区域を分担することで事業期間の大幅な
短縮が見込め、また、防災対策が円滑に進行する

津市の地籍調査
（R4～R10）

国の用地測量

平成28年１月に
法第14条第１項
地図を備付済み

雲出川水系流域治水プロジェクトとは

国土交通省が実施する雲出川
水系流域治水プロジェクトに
含まれる遊水地整備について、
地役権設定の対象となる小戸
木地区の地籍調査を実施中。
（令和4年度～令和10年度実施予定
事業費8,500万円）

雲出川
種別：１級河川
延長：55㎞
流域内人口：約9万人

113ha

18ha

特定都市河川の指定を受けた雲出川について、洪水などの浸水を軽減するため、浸水
対策、治水対策として河川整備事業、治山整備事業の実施

35

くもずがわ

こべき

44ha

実施箇所

津市



災害に備えた成果の保管

36

津市業務委託業者

地籍調査データ（電子データ・紙データ）

電子データ

・洪水・津波・土砂災害の影響を
受けない市内エリアのサーバに
バックアップ

・洪水・津波・土砂災害の影響を
受けない山間部の総合支所（美
里）に保管

紙データ

【津市役所本庁舎】

・津波浸水地域
・洪水浸水地域

納品

・南海トラフ地震による津波等によって、津
市が被害を被った際、現在の津市役所本庁舎
が浸水等により市役所業務の継続が困難な場
合、被災していない総合支所に本庁機能を移
転しても、保管データにより、復興に向けた
業務を手掛けることができる。

保管

津市BCPに（行政データ
のバックアップ）反映



建設発生土の処分地の確保（津市）

津市河芸町上野地区

令和４年度に地籍調査を進めるなかで、調査の際に一部の地権者から養鰻池跡地の土地活用について
悩んでいるという声があった。

地籍調査の完了により円滑な用地交渉が見込まれることや地元の要望を踏まえ、
養鰻池跡地0.071㎢を公共工事による建設発生土の処分地として選定し、令和５年度に地域住民及び土
地所有者への説明を行い、令和６年度から建設発生土の受け入れを開始した。

「広報つ」にも掲載し事業を発信

法務局への成果の送付（R6登記終了）

37

地籍調査実施
H29～R3
（R6登記完了）
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国費の推移
令和８年度三重県地籍調査
連絡会議資料より抜粋



国費の内訳
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➣国の交付金、補助金等の利用による予算の確保
予算額 予算区分 適用 交付要綱

R７年度

補正
（R６年度補

正）

43.5億円
（39.5億円）

30.7億円

（26.0億円）

〔公共〕
社会資本整備円滑化

地籍整備事業

（防災・安全交付金）

災害等が発生する可能性が高いエリア（災害レッドゾーン

等）のうち、人家や重要インフラへの影響が大きいなど特

に緊急性が高い地域（防災・減災、国土強靱化）

社会資本整備総合交

付金交付要綱

1.3億円

（3.5億円）

〔公共〕
社会資本整備円滑化

地籍整備事業費補助

（円滑化補助）

地方経済の成長のため、地方創生・地域活性化に資する社

会資本整備の基盤となる地籍調査を実施

社会資本整備円滑化

地籍整備事業費補助

交付要綱

11.6億円

（10.0億円）

〔非公共〕
地籍調査費負担金

（負担金）

災害等が発生する可能性が高いエリア（災害レッドゾーン

等）のうち、人家や重要インフラへの影響が大きいなど特

に緊急性が高い地域（防災・減災、国土強靱化５箇年加速

化対策）

地籍調査費負担金交

付要綱

R８年度

当初
（R７年度当

初）

103.6億円
（105.0億円）

53.0億円

（54.4億円）

〔公共〕
社会資本整備円滑化

地籍整備事業

（防災・安全交付金）

社会資本整備総合交付金（防災・安全交付金）における基

幹事業の「関連事業」として調査を実施

社会資本整備総合交

付金交付要綱

19.0億円

（19.0億円）

〔公共〕
社会資本整備円滑化

地籍整備事業費補助

（円滑化補助）

事業実施の見通しがある公共事業（国直轄事業、地方単独

事業等）と連携した調査を実施

社会資本整備円滑化

地籍整備事業費補助

交付要綱

31.6億円

（31.6億円）

〔非公共〕
地籍調査費負担金

（負担金）

第７次国土調査事業十箇年計画における重点５分野（社会

資本整備、防災対策、まちづくり、森林施業・保全、所有

者不明土地対策）の施策と連携した調査を実施（公共予算

の対象以外のもの）

地籍調査費負担金交

付要綱
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津市の事業費の推移

単位（万円）

551

15,408

■負担金を利用した事業費 ■交付金を利用した事業費 ■補助金を利用した事業費

1,532

11,589

873

1,674

6,344 6,680 12,057 13,758 13,263 7,970 10,333
4,767

2,088

9,057

9,786

1,208

2,341

1,664

1,561

1,540

2,888

地籍整備推進調査費補助金
※地籍調査費負担金等とは別枠

2,562

※R7補正

12,443



津市の地籍調査進捗率は６.１３％（令和６年度末時点）

令和６年度末地籍調査状況（令和7年6月調べ）

出典：国土交通省地籍調査Ｗｅｂサイト
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津市の地籍調査の工程

地籍調査（一筆地調査）の工程【重点整備区域】

A工程 B工程 C工程 D工程
E1
工程

E2
工程

F工程
FR
工程

G工程 H工程 認証
成果
送付

事業計画
事業手続

事業準備
図根三角
測量

図根多角
測量

資料収集
素図作成

現地立会
測量
原図
作成

地形測量
復元測量

地籍測定
地籍図案
作成
閲覧

認証
請求

法務局
送付

津市 ● ● ● ●

公嘱 ● ●

コン
サル

● ● ● ● ● ●

（参考：10条2項委託）

A工程 B工程 C工程 D工程
E1
工程

E2
工程

F工程
FR
工程

G工程 H工程 認証
成果
送付

事業計画
事業手続

事業準備
図根三角
測量

図根多角
測量

資料収集
素図作成

現地立会
測量
原図
作成

地形測量
復元測量

地籍測定
地籍図案
作成
閲覧

認証
請求

法務局
送付

受託法人 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

行政 ● ●
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津市の地籍調査推進担当の業務

43

参考：用地・地籍調査推進課、地籍調査推進担当（10名）の年間業務（令和7年度）

実施地区数 １２地区

実施対象面積 7.87㎢

実施対象筆数 19,601筆

地籍調査

境界確認申請

年間申請数 455件

年間立会回数 353件 （102件は立会い省略等）

資料提供（境界確認図・官有地台帳等・地籍データ）

資料提供 639件

地籍データ交付 212件

総 括

・業務委託
・監督
・一般境界立会い
・資料提供
・所有者調査
・積算業務
・補助金申請
・地籍調査事業予算
・推進協議会
・基準点管理
・システム管理

・専門分野相談
法務局OB
土地家屋調査士

地籍
アドバイザー

課長

（女性）

4月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

契約 所有者調査 説明会 立会い 検査

契約 閲覧 検査

契約 所有者調査 説明会 立会い 検査

契約 閲覧 検査



土地の境界確定や不動産登記に精通している公共嘱託登記土地家屋調査士協会に従来から測量や境界確定事務等を委託
していたが、平成２６年度に連携して地籍調査を進めていくことを決定。

平成２７年度以降に地籍調査のＥ工程（一筆地調査の調査素図等作成、現地調査）を委託している。

公共嘱託登記土地家屋調査士協会との連携

【平成２７年度以降の公共嘱託登記土地家屋調査士協会への委託実績】

契約実績（単位：千円） 事業費に占める割合
平成２７年度 ４,１８５千円 １９.１％
平成２８年度 ３２,３６８千円 ５１.０％
平成２９年度 ３２,４８５千円 ４８.０％
平成３０年度 ８４,３５７千円 ３６.０％
令和元年度 ６９,１７７千円 ３７.９％
令和２年度 ４２,９３３千円 ２９.６％
令和３年度 ３６,６４３千円 ３５.０％
令和４年度 ４８,５６０千円 ３４.４％
令和５年度 １８,９５９千円 １３.７％
令和６年度 ２５,６９６千円 １８.３％
令和７年度 ３８,８１９千円 ２５.０％

公益社団法人三重県公共嘱託登記
土地家屋調査士協会との随契理由

市内の土地に関し精通し、
境界や登記に関する知識
を有し、且つ地籍調査事
業において必要な、公共
嘱託登記手続きの受託処
理を迅速に履行できる。
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※三重県公共嘱託登記土地家屋調査士協会

総人数 １６２名（土地家屋調査士）
うち 津地区 ２５名

津市の地籍調査を実施した人数 ３０名（５名は鈴亀地区）



講演
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令和７年６月２０日
津市センターパレスホテル（三重県津市）

中部ブロック
公共嘱託登記土地家屋調査士協会
連絡協議会 通常総会における講演

中部６県 70人参加
(愛知･三重･岐阜･福井･石川･富山)

令和７年１０月１０日
パレブラン高志会館（富山県富山市）

富山公嘱協会設立40周年記念講演

１１５人参加

全国公共嘱託登記土地家屋調査士
協会連絡協議会第１回研修会

令和８年６月５日
ホテルメトロポリタンエドモント（東京都千代田区）

会場１２０人参加 WEB100人参加



２.Curｒiculum Vitae（私の履歴）講演者の履歴
前葉泰幸（まえば・やすゆき）

1962年三重県津市生まれ。
1978年高田中学校卒業。 1981年津高等学校卒業。
1985年東京大学法学部卒業、自治省入省。
自治省地方債課係長、熊本県地域振興課長・税務課長・財政課長、
国土庁防災局（現内閣府）防災企画課課長補佐、自治省固定資産税課課長補佐、
京都市政策企画室長、総務省自治政策課理事官、宮城県企画部長・総務部長、
公営企業金融公庫資金課長などを経て、2005年総務省大臣官房企画官。
2006年1月デクシア・クレディ・ローカル銀行に転じ、同年12月、同行東京支店開設とともに副支店長。
自治体向け融資ビジネスに従事。
2010年6月地方公共団体金融機構審査室長。
2011年4月津市長就任。2014年6月～2015年6月三重県市長会会長。
2015年4月津市長再選。
2017年6月～2018年6月東海市長会会長、三重県市長会会長。
2018年5月～2019年５月全国公立学校施設整備期成会会長。
2018年6月～2019年6月全国市長会副会長。
２０１９年4月津市長3選。
2023年4月津市長4選。2023年6月～2024年6月三重県市長会会長。
2023年10月～2024年3月国土交通省国土審議会「国土調査のあり方に関する検討小委員会」委員。
現在、道路整備促進期成同盟会全国協議会常任理事、全国公立学校施設整備期成会副会長、全国市長会相談役、
内閣官房 新型インフルエンザ等対策推進会議委員、総務省 政策評価審議会委員、厚生労働省社会保障審議会医療保険部会委員、
三重県漁港漁場協会会長、三重県国土調査推進協議会委員長。

著書に、『予算編成と行財政管理の新たな手法』（共著、1995年、ぎょうせい）、『災害と安全』（共著、 1999年、ぎょうせい）。
連載論文に、「地方自治の処方箋(1)～(12)－体験的自治体経営改革論」（『地方財務』2006年4月号～2007年3月号、ぎょうせい）、
「自治体ファイナンスの基礎知識(1)～(6)」（『地方財務』2008年9月号～2009年2月号、ぎょうせい）、「入門・地方債の借入交渉
～金融言葉を理解しよう～（1）～（9）」（『地方財政』2010年9月号～2011年3月号・5月号・6月号、(財)地方財務協会）など。
寄稿に、「市民に向き合い寄り添うとき」（『地方税』2011年11月号・論評、（財）地方財務協会）、
「市長からの提言=民意と役所の論理の橋渡し役として」（2012.6.11）、「民の感覚、官の感覚」（2012.6.25）、
「市長の政策実現のための予算編成手法」（2012.7.9）、「職務経験者が吹き込む新しい風」（2015.8.27）（『iJAMP』・オピニオン、
時事通信社）、「一石二鳥の高台防災公園づくり」（『地方行政』2013年8月29日第10419号・道標、時事通信社）、
「覚悟が問われるとき」（『自治実務セミナー』2022年12月号、第一法規）、
「市政参画の新しいかたち」 （『地方行政』2025年9月1日第11398号・道標、時事通信社）など。
2015年8月25日付日本経済新聞『交遊抄』に掲載（「憧れの存在」）。 46


